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新型コロナウイルスの感染拡大で世界的な

景気後退が懸念されています。日本も景気

の急激な悪化が進み国は財政支援策や助成

金制度を創設し対策を打ち出しています。

企業としてもかつて経験のないような対応

策が迫られていますが、本号は労務管理上

の注意点や助成金情報を緊急ニュースとし

てお知らせ致します。 

 

 

 

＜就業禁止＞ 

問１ 労働安全衛生法第 68 条に基づく病者 

の就業禁止の措置を講ずる必要はあり 

ますか。 

２月１日付けで、新型コロナ 

ウイルス感染症が指定感染症 

として定められたことにより 

、労働者が新型コロナウイル 

スに感染していることが確認 

された場合は、感染症法に基づき、都道府

県知事が就業制限や入院の勧告等を行うこ

とができることとなりますので、それに従

っていただく必要があります。労働安全衛

生法第 68条に基づく病者の就業制限の措

置については対象となりません。 

＜休業手当＞ 

問２ 新型コロナウイルスに関連して労働 

者を休業させる場合、どのようなこと 

に気をつければよいのでしょうか。 

新型コロナウイルスに関連して労働者を休

業させる場合、欠勤中の賃金の取り扱いに

ついては、労使で十分に話し合っていただ

き、労使が協力して、労働者が安心して休

暇を取得できる体制を整えていただくよう

お願いします。 

なお、賃金の支払いの必要性の有無などに

ついては、個別事案ごとに諸事情を総合的

に勘案するべきですが、法律上、労働基準

法第 26 条に定める休業手当を支払う必要

性の有無については、「使用者の責に帰す

べき事由による休業」に該当するかどうか

によって判断されます。 

※なお休業手当を支払う必要がないとされ

る場合においても、在宅勤務などの方法に

より労働者を業務に従事させることが可能

な場合において、これを十分検討するなど

休業の回避について通常使用者として行う

べき最善の努力を尽くしていないと認めら

れた場合には「使用者の責に帰すべき事由

による休業」に該当する場合があり、休業

手当の支払が必要となることがあります。 
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労務管理上の注意点 

（厚労省Ｑ＆Ａより） 



＜休業手当＞ 

問３ 労働者が新型コロナウイルスに感染 

したため休業させる場合、休業手当

はどのようにすべきですか。 

新型コロナウイルスに感染しており、都道

府県知事が行う就業制限により労働者が休

業する場合は、一般的には「使用者の責に

帰すべき事由による休業」に該当しないと

考えられますので、休業手当を支払う必要

はありません。 

＜休業手当＞ 

問４ 労働者が発熱などの症状があるため 

   自主的に休んでいます。休業手当の 

   支払いは必要ですか。 

新型コロナウイルスかどうか分からない時

点で、発熱などの症状があるため労働者が

自主的に休む場合は、 

通常の病欠と同様に 

取り扱っていただき、 

病気休暇制度を活用 

することなどが考え 

られます。 

一方、例えば熱が３７．５度以上あること

など一定の症状があることのみをもって一

律に労働者を休ませる措置をとる場合のよ

うに、使用者の自主的な判断で休業させる

場合は、一般的には「使用者の責に帰すべ

き事由による休業」に当てはまり、休業手

当を支払う必要があります。 

＜年次有給休暇＞ 

問５ 新型コロナウイルスに感染している 

疑いのある労働者について、一律に年

次有給休暇を取得したこととする取り

扱いは、労働基準法上問題はありませ

んか。病気休暇を取得したこととする

場合はどのようになりますか。 

年次有給休暇は、原則として労働者の請求

する時季に与えなければならないものなの

で、使用者が一方的に取得させることはで

きません。事業場で任意に設けられた病気

休暇により対応する場合は、事業場の就業

規則などの規定に照らし適切に取り扱って

ください。 

＜時間外・休日労働＞ 

問６ 新型コロナウイルスの感染の防止や 

感染者の看護等のために労働者が働

く場合、労働基準法第 33 条第１項の

「災害その他避けることができない

事由によって、臨時の必要がある場

合」に該当するでしょうか。 

新型コロナウイルスに関連した感染症への

対策状況、当該労働の緊急性・必要性など

を勘案して個別具体的に判断することにな

りますが、今回の新型コロナウイルスが指

定感染症に定められており、一般に急病へ

の対応は、人命・公益の保護の観点から急

務と考えられるので、労働基準法第 33条

第１項の要件に該当し得るものと考えられ

ます。 

ただし、労働基準法第 33条第１項に基づ

く時間外・休日労働はあくまで必要な限度

の範囲内に限り認められるものですので、 

過重労働による健康障害を防止するため、

実際の時間外労働時間を 月 45 時間以内に

するなどしていただくことが重要です。ま

た、やむを得ず月に 80時間を超える時間

外・休日労働を行わせたことにより 疲労

の蓄積の認められる労働者に対しては、医

師による面接指導などを実施し、適切な事

後措置を講じる必要があります。 

※従業員の休業などの扱いでご質問があり

ましたら当事務所までお問合せ下さい。 

 



 

 

 

➀＜新型コロナウイルス感染症による 

小学校休業等対応助成金＞ 

感染症拡大防止のため、小学校等が休業に

なり、養育のために仕事を休んだ従業員に

対し、賃金を支払った事業主に助成されま

す。 

年次有給休暇とは別に、特別な有給（全額

支給）を与えなければなりません。大企

業・中小企業、正規・非正規問わず、１日

一人 8,330 円が上限額です。主に小学校に

通う児童をもつ従業員が対象で、３月 31

日までが助成 

対象期間ですが、 

春休み等、元か 

ら小学校等が休 

みの日は対象に 

なりません。 

 

②＜雇用調整助成金（新型コロナウイルス

感染症特例）＞ 

感染症の影響による経済上の理由により直

近１ヶ月の生産指標が前年同月比 10％以

上減少している全業種の事業主が、雇用保

険に加入している従業員を一時的に休業さ

せ、雇用の維持を図った場合に、休業手当

の一部を助成されます。 

７月 23 日までが助成対象期間ですが、申

請５月 31日までです。助成率は大企業が

１／２、中小企業が２／３です。 

従業員に支払った休業手当×助成率がその

まま助成される金額ではありませんのでご

注意ください。 

③＜時間外労働等改善助成金（新型コロナ

ウイルス感染症特例）＞ 

感染症拡大防止のため、テレワークの導入

や特別休暇の規定整備を行う中小企業主を

対象に助成されます。 

【テレワークの特例コース】 

５月 31 日までの間に、テレワーク用通信

機器の導入（パソコン等の購入費用は除

く）、就業規則・労使協定などの作成・変

更等をした上で、従業員１人以上がテレワ

ークを実施した場合に、１／２（上限額１

００万円）を助成。 

【職場意識改善の特例コース】 

就業規則の作成・変更等、労務管理機器の

購入・更新を行い、５月 31 日までの間

に、従業員が利用できる特別休暇の規定を

整備し、休業手当を支払った場合に、３／

４（上限額５０万円）を助成。 

 

【３月１８日時点の情報です。制度の詳細

がまだ公表されていないものもあります。

もし、御社で助成金の活用を検討されてい

る場合は、ご連絡をお願いいたします。】 

 

 

新型コロナウイルス関連助成金について

（令和 2年 3月 18 日現在） 

 

――新入社員の紹介―― 

４月１日より事務職員として入社し

ます「越川和美」です。 どうぞ 

よろしくお願いいたします！ 

       

 

 

 

 


